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つがる西北五広域連合職員人事評価実施規程 

 

平成２８年３月２８日 

訓令第１号 

 

（総則） 

第１条 つがる西北五広域連合職員のうち広域連合長（以下「連合長」という。）の事務部

局の職員（以下「職員」という。）の人事評価は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６

１号）に定めるもののほか、この規程の定めるところにより実施する。 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）人事評価 能力評価及び業績評価を、人事評価記録書を用いて行うことをいう。 

（２）能力評価 別表第１に定める標準職務遂行能力及び着眼点に基づき，当該能力評価

の対象となる期間において現実に職員が職務遂行の中でとった行動を、標準職務遂行

能力の類型を示す項目ごとに，当該職員が発揮した能力の程度を客観的に評価するこ

とをいう。 

（３）業績評価 職員があらかじめ設定した業務目標の達成度その他設定目標以外の取組

により、その業務上の業績を客観的に評価することをいう。 

（４）人事評価記録書 人事評価の対象となる期間（以下「評価期間」という。）における

職員の勤務成績を示すものとして、職位及び職種に応じて連合長が定める様式をいう。 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

（被評価者の範囲） 

第３条 この規程による人事評価の対象となる職員（以下「被評価者」という。）は、地方

公務員法第３条第２項に規定する一般職の職員並びに同法第２２条の２第１項第１号及

び第２号に規定する会計年度任用職員とする。ただし、他の地方公共団体等への派遣、

研修、留学その他の事情により本規程による人事評価の実施が困難である職員の評価に

ついては、連合長が別に定める。 

   一部改正〔平成 31 年 1号・令和 6 年 1 号〕 

（１次評価者及び２次評価者） 

第４条 人事評価の１次評価者及び２次評価者は、別表第２のとおりとする。ただし、こ

れにより難い場合は、連合長が別に定めるところによる。 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

（評価者研修の実施） 

第５条 連合長は、評価者に対して、評価能力の向上のために必要な研修を適宜実施する

ものとする。 

（人事評価の期間） 

第６条 評価期間は、次の各号に掲げる評価の区分に応じ、当該各号に定める期間による
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ものとする。 

（１）能力評価 毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

（２）業績評価 毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

（人事評価における評語の付与等） 

第７条 能力評価に当たっては評価項目ごとに、業績評価に当たっては第２条第３号に規

定する目標ごとに、それぞれ評価の結果を表示する記号（以下「個別評語」という。）を

付すほか、当該能力評価又は当該業績評価の結果をそれぞれ総括的に表示する記号（以

下「全体評語」という。）を付すものとする。 

２ 個別評語及び全体評語は、５段階とする。 

３ 個別評語及び全体評語の基準は、別表第３のとおりとし、個別評語及び全体評語を付

す場合において、能力評価にあっては第２条第２号の発揮した能力の程度が、業績評価

にあっては同条第３号の目標を達成した程度が、それぞれ通常のものと認めるときは、

中位の段階を付すものとする。 

４ 能力評価及び業績評価に当たっては、個別評語及び全体評語を付した理由その他参考

となるべき事項を記載するように努めるものとする。 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

（業務目標の設定） 

第８条 １次評価者は、業績評価の評価期間の開始に際し、被評価者と面談を行い、業務

に関する目標を定めることその他の方法により当該被評価者が当該評価期間において果

たすべき役割を確定するものとする。 

 （期中面談） 

第９条 １次評価者は、業績評価の評価期間の中間において、被評価者と面談を行い、業

務に関する目標の進捗状況を確認し、並びに必要な指導及び助言を行うことができる。 

   追加〔平成 31 年 1 号〕 

（自己申告） 

第１０条 １次評価者は、人事評価を行うに際し、その参考とするため、被評価者に対し、

あらかじめ、当該人事評価に係る評価期間において当該被評価者の発揮した能力及び挙

げた業績に関する被評価者の自らの認識その他評価者による評価の参考となるべき事項

について、申告を行わせるものとする。 

（評価の実施、面談、結果の開示） 

第１１条 １次評価者は、被評価者について、個別評語及び１次評価者としての全体評語

を付すことにより評価を行うものとする。 

２ １次評価者は、前項の評価を行うに当たっては、被評価者と面談を行い、当該人事評

価に係る評価期間において当該被評価者の発揮した能力及び挙げた業績その他評価者に

よる評価の参考となるべき事項について確認を行うものとする。 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

３ ２次評価者は、１次評価者による評価について、不均衡があるかどうかという観点か

ら審査を行い、２次評価者としての全体評語を付すことにより評価を行うものとする。こ

の場合において、２次評価者は、当該全体評語を付す前に、１次評価者に再評価を行わせ

ることができる。 

一部改正〔平成 31 年 1 号〕 

４ １次評価者は、前項前段の評価を行った後に、被評価者の能力評価及び業績評価の結
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果を、当該被評価者に開示するものとする。 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

５ １次評価者は、前項の開示を行うに当たっては、必要に応じ被評価者と面談を行い、

能力評価及び業績評価の結果並びにその根拠となる事実に基づき指導及び助言を行うも

のとする。 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

６ １次評価者は、被評価者が遠隔の地に勤務していることにより前項の面談を行うこと

が困難な場合には、電話その他の通信手段による交信を行うことにより、同項の面談に

代えることができる。 

（職員の異動又は併任への対応） 

第１２条 人事評価の実施に際し、職員が異動した場合又は職員が併任の場合については、

評価の引継ぎその他適切な措置を講ずることにより対応するものとする。 

（人事評価記録書の保管） 

第１３条 人事評価記録書は、第１１条第３項の評価を実施した日の属する年度の翌年度

から起算して５年間事務局総務課において保管するものとする。 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

（人事評価の結果の活用） 

第１４条 人事評価の結果は、被評価者の任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とし

て活用するものとする。 

２ 評価者は、人事評価の結果を職員の人材育成に積極的に活用するよう努めるものとす

る。 

（苦情への対応） 

第１５条 第１１条第４項の規定に基づき開示された能力評価及び業績評価の結果に関す

る職員の苦情へ対応するため、苦情相談及び苦情処理の手続を設けるものとする。  

２ 苦情相談は、職員の申出に基づき、総務課長が対応する。 

３ 苦情処理は、書面による申告に基づき、事務局長が行う。 

４ 開示された評価結果に関する苦情処理は、当該評価の評価期間につき、一回に限り受

け付けるものとする。 

５ 苦情処理の申出は、能力評価及び業績評価の結果が開示された日又は第２項の苦情相

談に係る結果の教示を受けた日の翌日から起算して１週間以内に限り申し出ることがで

きる。 

６ 連合長は、職員が苦情の申出をしたことを理由に、当該職員に対して不利益な取扱い

をしてはならない。 

７ 苦情相談又は苦情処理に関わった職員は、苦情の申出のあった事実、当該内容その他

苦情相談又は苦情処理に関し職務上知ることができた秘密を保持しなければならない。 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

（委任） 

第１６条 この規程に定めるもののほか、人事評価の実施に関し必要な事項は、連合長が

別に定める。 

附 則 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。  

附 則（平成３１年３月１４日訓令第１号） 
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 この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則（令和３年６月４日訓令第１号） 

 この訓令は、公表の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則（令和６年４月１９日訓令第１号） 

この訓令は、公表の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 
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別表第１ 能力評価における職種・職級別の標準職務遂行能力及び着眼点（第２条第２号関係） 

標準的な

職級 
標準職務遂行能力 着眼点 

事務局

長・課長 

1 倫  理 全体の奉仕者として、高い倫理感を有

し、組織の課題に責任を持って取り組

むとともに、服務規律を遵守し、公正

に職務を遂行する。 

① 責任感 全体の奉仕者として、高い倫理感を有し、組織の課題に責任を

持って取り組む。 

② 公正性 服務規律を遵守し、公正に職務を遂行する。 

2 構  想 所管行政を取り巻く状況を的確に把握

し、住民の視点に立って、行政課題に

対応するための方針を示す。 

① 状況の構造的把握 複雑な因果関係、錯綜した利害関係など業務とそれを取り巻く

状況の全体像を的確に把握する。 

② 基本方針の明示 広域連合や住民の利益を第一に、内外の変化を読み取り、組織

としての基本的な方針を示す。 

3 判  断 組織の責任者として、適切な判断を行

う。 

① 最適な選択 執り得る戦略・選択肢の中から、進むべき方向性や現在の状況

を踏まえ最適な選択を行う。 

② 適時の判断 事案の優先順位や全体に与える影響を考慮し、適切なタイミン

グで判断を行う。 

③ リスク対応 状況の変化や問題が生じた場合の早期対応を適切に行う。 

4 説明・調整 所管業務について適切な説明を行うと

ともに、組織方針の実現に向け、関係

者と調整を行い、合意を形成する。 

① 信頼関係の構築 円滑な合意形成に資するよう、日頃から対外的な信頼関係を構

築する。 

② 折衝・調整 組織方針を実現できるよう関係者と折衝・調整を行う。 

③ 適切な説明 所管業務について適切な説明を行う。 

5 業務運営 常に先々を予測しながら計画的な業務

運営に努めるとともに、コスト意識を

持って効率的に業務を進める。 

① 先見性 先々で起こり得る事態や自分が打つ手の及ぼす影響を予測し

て対策を想定するなど、先を読みながらものごとを進める。 

② 効率的な業務運営 業務の目的と求められる成果水準を踏まえ、超過勤務の縮減、

経費の節減等時間や労力の面から効率的に業務を進める。 

6 組織統

率・人材育

適切に業務を配分した上、進捗管理及

び的確な指示を行い、成果を挙げると

① 業務配分 課題の重要性や部下の役割・能力を踏まえて、組織の中で適切

に業務を配分する。 
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成 ともに、部下の指導・育成を行う。 ② 進捗管理 情報の共有や部下の仕事の進捗状況の把握を行い、的確な指示

を行うことにより業務を完遂に導く。 

③ 能力開発 部下のコンディションに配意するとともに、適切な指導を行い

能力開発を促すなど、部下の力を引き出す。 

課長補佐 1 倫  理 全体の奉仕者として、責任を持って業

務に取り組むとともに、服務規律を遵

守し、公正に職務を遂行する。 

① 責任感 全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組む。 

② 公正性 服務規律を遵守し、公正に職務を遂行する。 

2 課題対応 担当業務に必要な専門的知識・技術を

習得し、問題点を的確に把握し、課題

に対応する。 

① 知識・情報収集 担当業務における専門的知識・技術の習得・情報収集を行う。 

② 問題点の把握 新しい課題に対して問題点を的確に把握する。 

③ 対応策の検討 問題の原因を探求して、対応策を考える。 

3 協調性 上司・部下等と協力的な関係を構築す

る。 

① 協調性 上司・部下や他部局等の担当者と協力的な関係を構築する。 

② 指示・指導の理解 上司や周囲の指示・指導を正しく理解する。 

③ 判断 課長を補佐する者として、適切な判断を行うことができる。 

4 説  明 担当する事案について分かりやすい説

明を行う。 

① 説明 ポイントを整理し、筋道を立てて分かりやすく住民や関係者に

説明する。 

② 相手の話の理解 住民や関係者の意見・要望等を正しく理解して説明を行う。 

5 業務遂行 計画的に業務を進め、担当業務全体の

チェックを行い、確実に業務を遂行す

る。 

① 計画性 最終期限を意識し、進捗状況を部下や同僚と共有しながら計画

的に業務を進める。 

② 正確性 ミスや抜け落ちを生じさせないよう担当業務全体のチェック

を行う。 

③ 粘り強さ 困難な状況においても粘り強く仕事を進める。 

④ 部下の育成 部下の育成のため、的確な指示やアドバイスを与え、問題があ

るときは適切に指導する。 

その他の

職員 

1 倫  理 全体の奉仕者として、責任を持って業

務に取り組むとともに、服務規律を遵

守し、公正に職務を遂行する。 

① 責任感 全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組む。 

② 公正性 服務規律を遵守し、公正に職務を遂行する。 

2 知識・技術 業務に必要な知識・技術を習得する。 ① 情報の整理 情報や資料を分かりやすく分類・整理する。 
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② 知識習得 業務に必要な知識を身に付ける。 

3 コミュニ

ケーショ

ン 

上司・同僚等と円滑かつ適切なコミュ

ニケーションをとる。 

① 指示・指導の理解 上司や周囲の指示・指導を正しく理解する。 

② 情報の伝達・上司

への報告 

情報を正確に伝達し、問題が生じたときには速やかに上司に報

告をする。 

③ 誠実な対応 相手に対し誠実な対応をする。 

④ 住民への対応 住民に対し、親切・適切な対応をする。 

4 業務遂行 意欲的に業務に取り組む。 ① 積極性 自分の仕事の範囲を限定することなく、未経験の業務に積極的

に取り組む。 

② 正確性 ミスや抜け落ちが生じないよう作業のチェックを行う。 

③ 迅速な作業 迅速な作業を行う。 

④ 粘り強さ 失敗や困難にめげずに仕事を進める。 

   一部改正〔平成 31 年 1号・令和 3 年 1 号〕 

別表第２ １次評価者及び２次評価者（第４条関係） 

 

 

 

 

 

 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 

 

被評価者 １次評価者 ２次評価者 

事務局長 連合長  

課長 事務局長  

課長補佐 課長 事務局長 

その他の職員 課長補佐 課長 



 

- 93 - 

別表第３ 評語等の基準（第７条第３項関係） 

 

 【能力評価】 

  ○全体評語 

中位より上 

Ｓ 特に優秀 
求められる行動が全て確実にとられており、当該職位と

して特に優秀な能力発揮状況である。 

Ａ 優秀 
求められる行動が十分にとられており、当該職位として

優秀な能力発揮状況である。 

中 位 Ｂ 良好・通常 
求められる行動が概ねとられており、当該職位として求

められる能力が概ね発揮されている状況である。 

中位より下 

Ｃ 
通常より物足り

ない 

求められる行動がとられないことがやや多く、当該職位と

して十分な能力発揮状況とはいえない。（当該職位の職務を

遂行するために求められる能力を発揮していないとまでは

いえない。） 

Ｄ 
はるかに及ば

ない 

求められる行動がほとんどとられておらず、当該職位に

必要な能力発揮状況でない。（当該職位の職務を遂行する

ために求められる能力の発揮の程度に達していない。） 

 

  ○個別評語（評価項目及び行動ごとの評語） 

s 
求められる行動が全て確実にとられており、付加価値を生む、他の職員の模範となる

などの職務遂行状況である。 

a 求められる行動が確実にとられていた。 

b 求められる行動が概ねとられていた。 

c 
求められる行動が最低限はとられていた。（できた場合もあったが、できなかったことの

方が多いなど、総じて判断すれば、とられていた行動が物足りなかった。） 

d 求められる行動が全くとられていなかった。 

 

 【業績評価】 

  ○全体評語 

中位より上 
Ｓ 特に優秀 

今期当該ポストに求められた水準をはるかに上回る役割

を果たした。 

Ａ 優秀 今期当該ポストに求められた以上の役割を果たした。 

中 位 Ｂ 良好・通常 今期当該ポストに求められた役割を概ね果たした。 

中位より下 

Ｃ 
通常より物足り

ない 

今期当該ポストに求められた水準を下回る役割しか果たし

ていなかった。 

Ｄ 
はるかに及ばな

い 

今期当該ポストに求められた役割をほとんど果たしてい

なかった。 
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  ○困難度・重要度 

◎ 
当該職位にある者全てには期待することが困難と思われる目標、又は重要度が特に高

いと思われる目標。 

△ 
当該職位にある者であれば、達成することが容易と思われる目標、又は重要度が低い

と思われる目標。 

無印 上記のいずれにも該当しないもの。 

   注）「困難度」は主として目標ごとの評価において、「重要度」は主として全体評価において 

考慮するものとする。 

 

  ○個別評語（業務目標ごとの評語） 

s 問題なく目標を達成し、期待をはるかに上回る成果をあげた。 

a 問題なく目標を達成し、期待された以上の成果をあげた。 

b マイナス要因がほとんどなく目標を達成し、期待された成果をあげた。 

c 
マイナス要因が見られるなど、目標の達成が不十分であり、期待された成果水準に及ば

なかった。 

d 
本人の責任により、期限・水準とも目標を達成できず、通常の努力によって得られる

はずの成果水準にはるかに及ばなかった。 

注）マイナス要因とは、次に掲げるものとする 

（１）上司又は同僚によるカバーを要し、他の業務に影響を及ぼすこと。 

（２）必要な手順を踏まず又は誠実な対応を欠き、関係者との間でしこりを残すこと。 

（３）その他業務に支障をきたす行動等。 
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様式 人事評価記録書（第２条第４号関係） 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   一部改正〔平成 31 年 1号〕 
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